
平成２８年・２７年　１月～１２月死傷災害（休業４日以上）比較表 山梨労働局 確定値

全　　　産　　　業 10 744 12 755 -11 -1.5 5 498 9 536 -38 -7.1 1 191 1 160 31 19.4 4 55 2 59 -4 -6.8 全

1 182 1 167 15 9.0 1 117 1 110 7 6.4 0 54 0 35 19 54.3 0 11 0 22 -11 -50.0

食 料 品 59 50 9 18.0 52 41 11 6 4 2 1 5 -4

木 材 ・ 木 製 品 6 1 6 0 0.0 2 1 4 -2 2 1 1 2 1 1

家 具 ・ 装 備 品 2 2 0 0.0 1 1 1 -1 1 1 0

パ ル プ ・ 紙 、 印 刷 7 7 0 0.0 4 4 0 2 1 1 1 2 -1

化 学 12 13 -1 -7.7 9 7 2 2 4 -2 1 2 -1

窯 業 ・ 土 石 製 品 9 12 -3 -25.0 3 8 -5 5 3 2 1 1 0

鉄 鋼 、 非 鉄 金 属 8 3 5 166.7 1 1 0 6 1 5 1 1 0

金 属 製 品 1 21 20 1 5.0 1 12 14 -2 7 3 4 2 3 -1

一般・電気・輸送用機械 42 38 4 10.5 25 22 3 17 13 4 3 -3

上 記 以 外 の 製 造 業 16 16 0 0.0 8 9 -1 7 4 3 1 3 -2
　２　土　石　採　取　業 1 1 0 0.0 1 -1 1 1 0 0 2

　３　建　設　業 5 103 3 139 -36 -25.9 2 60 2 92 -32 -34.8 0 31 1 28 3 10.7 3 12 0 19 -7 -36.8

土 木 工 事 3 37 2 46 -9 -19.6 19 1 28 -9 9 1 4 5 3 9 14 -5

建 築 工 事 2 51 1 68 -17 -25.0 2 31 1 46 -15 19 18 1 1 4 -3

そ の 他 の 工 事 15 25 -10 -40.0 10 18 -8 3 6 -3 2 1 1
61 2 63 -2 -3.2 0 47 2 52 -5 0 11 0 11 0 0 3 0 0 3

4 8 -4 -50.0 1 5 -4 3 3 0 0

57 2 55 2 3.6 46 2 47 -1 8 8 0 3 3
1 1 0 0.0 1 1 0 0.0 0 0 5

1 23 2 19 4 21.1 8 9 -1 8 8 0 1 7 2 2 5 6

1 112 2 104 8 7.7 81 2 82 -1 1 20 16 4 11 6 5 8

1 7 10 -3 -30.0 1 7 10 -3 0 0 9

72 78 -6 -7.7 57 68 -11 13 9 4 2 1 1 13

79 79 0 0.0 0 45 0 36 9 0 29 0 39 -10 0 5 0 4 1

ゴ ル フ 場 26 23 3 13.0 8 4 4 15 16 -1 3 3 0 14

上 記 以 外 の接 客娯 楽業 53 56 -3 -5.4 37 32 5 14 23 -9 2 1 1
48 36 12 33.3 31 28 3 15 6 9 2 2 0 15

1 55 2 58 -3 -5.2 1 44 2 47 -3 9 8 1 2 3 -1 上記以外

6-1　農業 0 9 0 10 -1 -10.0 9 8 1 12.5 1 -1 -100.0 1 -1 -100.0

7　畜産・水産業 0 2 0 2 0 0.0 2 1 1 100.0 1 -1 -100.0 0

（参考）第三次産業（８～１７号） 3 362 4 353 9 2.5 2 254 4 262 -8 -3.1 1 86 0 76 10 13.2 0 22 0 15 7 46.7

建械 動 動│ 動機 乗 用 仮建構 危有 材 電 環 合
死 設等 力 力ン 力 設築築 険害 気 境
亡 用 機 ク等 運 物物物 物物 設 等
災 機 械 レ 搬 物 具 ・ ・ 等   　等 料 備 計
害 2 1 3

起
因 1 1
物 1 1
・ 1 1
事 は さ ま れ ・ 巻 き 込 ま れ  
故 切 れ ・ こ す れ
の 高温 ・低温の物との接触
型 有 害 物 等 と の 接 触 1 1
別 1 2 3
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　１　製　　造　　業

1

3

　４　運　輸　交　通　業
4鉄道・軌道・水運・航空業、道路旅客運送業

道路貨物運送業(その他の運輸交通業を含む）

崩 壊 ・ 倒 壊
激 突 さ れ

交 通 事 故 （ 道 路 ）
合 計

　５　貨　物　取　扱　業
　６-２　林　　　　業
　８　商　　業
　９　金　融　・　広　告
　13　保　健　衛　生　業
　14　接　客　娯　楽　業

　15  清　掃　業
6-1・7・10・11・12・16・17　上記以外の業種

　　　　　　　　　　　　　起　因　物
　事 故 の 型

(注) 本表は労働基準監督署に提出された「労働者死傷病報告」を集計した。ただし、死亡
者数は、集計時点において把握したものを計上した。

墜 落 ・ 転 落
☆山梨第12次労働災害防止計画の目標(平成２5年～２9年)
・死亡者数について、
　平成２４年と比較して、平成２９年までに労働災害による死亡者数を１５％以上
○減少させること。

　※平成２４年　　７人死亡　→　平成２９年　５人以下に！
・死傷者数について、
　平成２４年と比較して、平成２９年までに労働災害による休業４日以上の死傷
○者数を１５％以上減少させること。

　※平成２４年　７０４人死傷　→　平成２９年　５９８人以下に！

転 倒
激 突
飛 来 ・ 落 下


